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（設置の日の翌日から
　　　　　　　　10日以内）

（保険関係が成立した日
　　　　　　から10日以内）

P10 P11

　雇用保険の適用事業となった場合は、上記のほかに、雇用保険適用事業所設置届（P12参照）及び雇用保
険被保険者資格取得届（P13参照）を所轄の公共職業安定所（ハローワーク）に提出しなければなりません。

　労働保険の適用事業となった場合には、労働保険の保険関係成立届を所轄の労働基準監督署又は公共
職業安定所（ハローワーク）に提出しなければなりません。その後、当該年度分の労働保険料（保険関係が
成立した日からその年度の末日までに労働者に支払う賃金の総額の見込額に保険料率を乗じて得た額）を
概算保険料として申告・納付することとなります。
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（P２８参照）

　小売業についての労災保険率は3.5／1000（卸売業・小売業）、雇用保険率は9／1000（一
般の事業）ですので、（労働保険料）＝（賃金総額）×（労災保険率＋雇用保険率）により労働保
険料は、3,300,000×（3.5／1000＋9／1000）＝41,250円となります。
　また、この場合、事業主負担分は、雇用保険の被保険者負担分を除いた分となります。
　雇用保険の被保険者負担分は、賃金額に被保険者負担率を乗じることにより、毎月６00円
（＝200,000×3／1000）、賞与時1,350円（＝450,000×3／1000）となり、一年間分の合計は
９,９00円（＝600×12月＋1,350×2回）となります。
　したがって、事業主負担分の労働保険料は、31,350円（＝41,250-9,900）となります。
　（注）労災保険率及び雇用保険率は事業の種類によって異なります。

代理
する



７ ８

　労働者とは、職業の種類を問わず、事業に使用される者で労働の対価としての賃金が支払われる者
をいいます。



７ ８

　労働者とは、職業の種類を問わず、事業に使用される者で労働の対価としての賃金が支払われる者
をいいます。

労災保険法には、法第31条第１項において、政府は、事業主が故意又は重大な過失により労災保険
に係る保険関係成立届を提出していない（いわゆる未手続の）期間中に生じた事故について、労災
保険給付を行った場合、労働基準法の規定による災害補償の価額の限度で、保険給付に要した費用
に相当する金額の全部又は一部を事業主から徴収することができるという規定が設けられていま
す。





4

「電子政府利用支援センター」
・電話番号：050-3786-2225 （050ビジネスダイヤル）

・受付時間：4～7月　平日 　9時から19時まで　　　　　　
土日祝日 　9時から17時まで　

8～3月　平日・土日祝日　9時から17時まで

※ＩＰ電話網の障害等により050ビジネスダイヤルをご利用頂けない場合は、
　017-771-9008（通常通話料金）
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東京都千代田区霞が関1-2-2 29 4 7

03-5253-1111

株式会社雇用保険
代表取締役　雇用　太郎
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林業
海面漁業（定置網漁業又は海面魚類養殖業を除く。）
定置網漁業又は海面魚類養殖業
金属鉱業、非金属鉱業（石灰石鉱業又はドロマイト鉱業を除く。）
又は石炭鉱業
石灰石鉱業又はドロマイト鉱業
原油又は天然ガス鉱業
採石業
その他の鉱業
水力発電施設、ずい道等新設事業
道路新設事業
舗装工事業 
鉄道又は軌道新設事業 
建築事業（既設建築物設備工事業を除く。）
既設建築物設備工事業
機械装置の組立て又は据付けの事業
その他の建設事業
食料品製造業
繊維工業又は繊維製品製造業
木材又は木製品製造業
パルプ又は紙製造業
印刷又は製本業
化学工業
ガラス又はセメント製造業
コンクリート製造業
陶磁器製品製造業
その他の窯業又は土石製品製造業
金属精錬業（非鉄金属精錬業を除く。）
非鉄金属精錬業
金属材料品製造業（鋳物業を除く。）
鋳物業
金属製品製造業又は金属加工業（洋食器、刃物、手工具又は一般金
物製造業及びめつき業を除く。）
洋食器、刃物、手工具又は一般金物製造業（めつき業を除く。）
めつき業
機械器具製造業（電気機械器具製造業、輸送用機械器具製造業、
船舶製造又は修理業及び計量器、光学機械、時計等製造業を除
く。）
電気機械器具製造業
輸送用機械器具製造業（船舶製造又は修理業を除く。）
船舶製造又は修理業
計量器、光学機械、時計等製造業（電気機械器具製造業を除く。）
貴金属製品、装身具、皮革製品等製造業
その他の製造業
交通運輸事業
貨物取扱事業（港湾貨物取扱事業及び港湾荷役業を除く。）
港湾貨物取扱事業（港湾荷役業を除く。）
港湾荷役業

電気、ガス、水道又は熱供給の事業

農業又は海面漁業以外の漁業
清掃、火葬又はと畜の事業
ビルメンテナンス業
倉庫業、警備業、消毒又は害虫駆除の事業又はゴルフ場の事業
通信業、放送業、新聞業又は出版業
卸売業・小売業、飲食店又は宿泊業
金融業、保険業又は不動産業
その他の各種事業

船舶所有者の事業

60/1000
19/1000
38/1000

88/1000

20/1000
3/1000
52/1000
26/1000
79/1000
11/1000
9/1000
9.5/1000
11/1000
15/1000
6.5/1000
17/1000
6/1000
4.5/1000
14/1000
7/1000
3.5/1000
4.5/1000
5.5/1000
13/1000
19/1000
26/1000
7/1000
6.5/1000
5.5/1000
18/1000

10/1000

6.5/1000
7/1000

5.5/1000

3/1000
4/1000
23/1000
2.5/1000
3.5/1000
6.5/1000
4.5/1000
9/1000
9/1000
13/1000

3/1000

13/1000
12/1000
5.5/1000
7/1000
2.5/1000
3.5/1000
2.5/1000
3/1000

49/1000

29 （保険率表他）

27



29 ４

　雇用保険の被保険者負担額は、労働者（被保険
者）に支払われた賃金額に被保険者負担率をかけて
算定します。
　この被保険者負担額については、事業主は、労働
者に賃金を支払う都度、その賃金額に応ずる被保険
者負担額を、賃金から控除することができます。

　この額に1円未満の端数が生じた場合、「通貨の
単位及び貨幣の発行等に関する法律」第3条に基づ
き、債務の弁済額に50銭未満の端数があるときに
は切り捨て、50銭以上1円未満のときには1円に切
り上げることとなります。
　なお、この端数処理は、債務の弁済を現金で支払
う時点で行うことから、雇用保険の被保険者負担額
を賃金から源泉控除する場合には、事業主が被保険
者に控除後の賃金を現金で支払う時点で端数処理を
行うこととなるため、結果として50銭以下の場合
は切り捨て、50銭1厘以上の場合は切り上げとなり
ます。

　ただし、これらの端数処理の取扱いは、労使の間
で慣習的な取扱い等の特約がある場合にはこの限り
ではなく、例えば、従来切り捨てで行われていた場
合、引き続き同様の取扱いを行ったとしても差し支
えありません。

※園芸サービス、牛馬の育成、酪農、養鶏、養豚、
内水面養殖および特定の船員を雇用する事業につ
いては一般の事業の率が適用されます。

1２ ８ ４

７1１ ４

６９ ３
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水 力 発 電 施 設
ず い 道 等 新 設 事 業

道 路 新 設 事 業

舗 装 工 事 業

鉄道又は軌道新設事業

建 築 事 業
（既設建築物設備工事業を除く）

既設建築物設備工事業

そ の 他 の 建 設 事 業

事 業 の 種 類

組立て又は取付
けに関するもの

その他のもの

建設の事業を営む事業主の皆様へ

事業の種類・労務費率・保険料率一覧表

３１

３２

３３

３４

３５

３８

３６

３７

１９％

２１

２０
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２１

２１
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２１

２４

１１８

２１

１４

２３

１５

１４

１４

２１

１９％

２１

１９

２４

２１

２２

４０

２２

２４

１０３

１５

１１

１８

１３

１４

９

１９

１８％

２０

１８

２３

２１

２２

３８

２１

２３

８９

１６

１０

１７

１３

１５

７．５

１９

１９％

２０

１８

２５

２３

２３

４０

２２

２４

７９

１１

９

９．５

１１

１５

６．５

１７

機械装置

の組立て

又は据え

付けの事

業

業種

番号

労務費率 保険料率 労務費率 保険料率 労務費率 保険料率 労務費率 保険料率

工事開始日が
平成18年4月1日～
平成21年3月31日
のもの

工事開始日が
平成21年4月1日～
平成24年3月31日
のもの

工事開始日が
平成24年4月1日～
平成27年3月31日
のもの

工事開始日が
平成27年4月1日
以降のもの

１０００分の １０００分の １０００分の １０００分の

　請負による建設の事業は、元請負人が全体の事業についての事業主として、工事全体の保険料の
納付等の義務を負うこととなっています。
　また、建設の事業は数次の請負によって行われることが常態なので、元請負人がその工事全体の
支払賃金総額を正しく把握することが難しい場合があります。このため、元請負人が請け負った工
事全体の請負金額に保険料率とは別に定められる労務費率（工事の請負金額に占める賃金総額の割
合）を乗じて得た額を賃金総額として労災保険の保険料額を算定することが認められています。

　工事開始日が平成27年４月１日以降のものについて、請負金額により賃金総額を算定する場合に
は、請負金額から消費税額分を除いたものに、下記の表の「工事開始日が平成27年４月１日以降の
もの」欄の労務費率を掛けて算定してください。

消費税額を除く
請負金額

該当する労務費率 賃金総額× ＝



治ゆ
（症状固定）

治ゆ
（症状固定）

治ゆ（症状固定）

療養の費用の支給



治
療
費
を

支
払
う



　なお、労災保険における給付基礎日額については年齢階層区分により最高限度額及び最低限度額が
厚生労働大臣告示により決められており、平均額が最高限度額を超えるとき及び最低限度額に満たな
いときに適用されます。
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（※）平成29年1月1日以降は65歳以上の雇用者についても、雇用保険の対象となりました。
なお、64歳以上の高年齢労働者については、平成31年度までは雇用保険の保険料が免
除されます。

昼間学生

以上の常用労働者
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除されます。
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人材開発支援助成金等

人 材 開 発 支 援 助 成 金

　事業内職業能力開発計画等に基づき、その雇用する労働者に対し、職業訓練を実施した場合や人材
育成制度を導入し労働者に適用した事業主等に対して訓練経費や訓練期間中の賃金の一部等が支給さ
れます。



人材開発支援助成金等

人 材 開 発 支 援 助 成 金

　事業内職業能力開発計画等に基づき、その雇用する労働者に対し、職業訓練を実施した場合や人材
育成制度を導入し労働者に適用した事業主等に対して訓練経費や訓練期間中の賃金の一部等が支給さ
れます。

　「一般拠出金」とは「石綿による健康被害の救済に関する法律」により、石綿（アスベスト）健康
被害者の救済費用に充てるため、事業主の方にご負担いただくものです。

　労災保険適用事業場の全事業主が対象です。
　アスベストは、全ての産業において、その基盤となる施設、設備、機材等に幅広く使用されてきま
した。このため健康被害者の救済に当たっては、アスベストの製造販売等を行ってきた事業の事業主
のみならず、全ての労災保険適用事業主に一般拠出金をご負担いただいています。
（注）特別加入者や雇用保険のみ適用の事業主は、申告・納付の対象外です。

　労働保険料と併せて申告・納付します。
　継続事業における一般拠出金は①労働保険の年度更新手続、②事業終了（廃止）の際に労働保険料
の確定保険料の申告に併せて申告・納付します。

　一般拠出金率は、業種を問わず、一律１０００分の０.０２です。
　労災保険のメリット制対象事業場であっても、一般拠出金率についてはメリット制の適用はありま
せん。
　金額の算定方法は、事業主が前年度に労働者に支払った賃金総額（千円未満切り捨て）×一般拠出
金率（一律０.０２／１０００）です。
　また、一般拠出金については全額事業主の負担となります。

　平成１９年４月１日以降に新たに開始した事業（工事等）の分を申告・納付します。
　①単独有期事業・・・事業（工事等）終了時に、労働保険の確定保険料と併せて申告・納付します。
　②一括有期事業・・・一括されている事業であっても、個々の事業（工事等）の事業開始年月日が
　　　　　　　　　　　平成１９年４月１日以降のもののみ申告・納付対象となります。

　年度更新時に一般拠出金を納付した後、年度途中において事業を廃止等した場合、労働保険の確定
保険料の精算手続と併せて、事業主が廃止等の時点までの間に労働者へ支払った賃金総額を基本に一
般拠出金の納付手続を行っていただきます。
　なお、労働保険料の確定精算により還付金が発生した場合、一般拠出金への充当を希望することに
よって一般拠出金の納付を行うこともできます。

（注）一般拠出金は労働保険料に比べ少額であるため、事業主の事務負担を考慮して一回で申告・納
付が終了するように概算払い制度を採用しておりません。そのため、確定納付のみの手続とな
ります。

　　　また、算定の基礎となるのは前年度の賃金総額ですが、申告・納付していただくのは当年度分
の一般拠出金となります。例えば平成２９年度の年度更新（２９.６.１～２９.７.１０）で申告・
納付していただく一般拠出金については、平成２８年度の賃金総額を基に算定した額を平成２９
年度分として申告・納付していただくこととなります。



１４

４

常時使用する労働者が
下の表に該当する事業主となります。

金融業

保険業

不動産業

小売業

卸売業

サービス業

その他の事業

５０人以下

１００人以下

３００人以下

業種 労働者数



事業主の方は、名称や所在地に変更がある場合は、変更が生じた日の翌日から１０日以内に「名
称・所在地等変更届」を労働基準監督署等に提出していただく必要があります。

このため、２年を超えてさかのぼって雇用保険の保険の加入手続を行っていた労働者の方につ
いて、本来納付していただくべきであった労働保険料を納付することができるよう、平成22年
10月1日から特例納付保険料の制度が設けられました。

口座振替により納付いただくことが可能です。

http://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/koyou_roudou/
roudoukijun/hoken/hokenryou/index.html



（29.04）

　労働保険とは労働者災害補償保険（一般に「労災保険」といいます）と雇用保険とを総称した
言葉です。保険給付は両保険制度でそれぞれ行われていますが、保険料の納付等については原則
一体のものとして取り扱われています。労働者（パートタイマー、アルバイト含む）を一人でも
雇用していれば、業種・規模の如何を問わず労働保険の適用事業となり、事業主は加入手続を行
い、労働保険料を納付しなければなりません（農林水産の一部の事業は除きます）。
　詳しくはP１をご覧ください。

　加入手続を行うよう指導を受けたにもかかわらず、自主的に手続を行わない事業主に対して
は、行政庁の職権による加入手続及び労働保険料の決定（認定決定といいます）を行います。そ
の際は、遡って労働保険料を徴収するほか、併せて追徴金を徴収します。
　また、事業主が故意または重大な過失により労災保険の加入手続きを行わない期間中に業務災害や
通勤災害が発生し、労災保険給付が生じた場合は、事業主から遡って労働保険料を徴収（併せて追徴
金を徴収）するほかに、労災保険給付に要した費用の全部又は一部を徴収することになります。
　詳しくはP７及びP８をご覧ください。

　労働保険料は、労働者に支払う賃金総額に保険料率（労災保険率＋雇用保険率）を乗じた額で
す（１円未満切捨て）。そのうち、労災保険分は全額事業主負担、雇用保険分は事業主と労働者
双方で負担することになっています。
　◎労災保険・・・全額事業主負担
　◎雇用保険・・・事業主と労働者双方で負担（負担率についてはP１６をご覧ください）

　労働保険の適用事業となったときは、まず労働保険の保険関係成立届を会社の住所を管轄する
労働基準監督署又は公共職業安定所（ハローワーク）（※１）に提出します。そして、その年度
分（※２）の労働保険料（適用事業となった日からその年度の末日までに労働者に支払う賃金の
総額の見込額に、保険料率を乗じた額（１円未満切捨て）となります）を概算保険料として申告
・納付していただきます。
（※１）労働基準監督署または公共職業安定所（ハローワーク）の所在地は以下のアドレスから
　　　確認できます。
　　　　労働基準監督署　http://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/koyou_roudou/roudoukijun/location.html
　　　　公共職業安定所（ハローワーク）　http://www.mhlw.go.jp/kyujin/hwmap.html
（※２）労働保険では、４月１日から翌年の３月３１日を１つの年度としています。
　また、雇用保険の適用事業となった場合は、上記のほかに、雇用保険適用事業所設置届及び雇用
保険被保険者資格取得届を所轄の公共職業安定所（ハローワーク）に提出しなければなりません。
　詳しくはP２及びP３をご覧ください。　　　


